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次世代自動車産業振興研究会について

＜研究会の目的＞
電気自動車（ＢＥＶ）や燃料電池自動車（ＦＣＥＶ）などの電動化車両（xＥＶ）、いわゆる次
世代自動車における普及や市場環境の整備に寄与するための研究・調査等を目的とし、関連す
る製品やサービスを提供する企業等と連携した事業を行い、地域における脱炭素化や地元産業
の振興を促進する。

＜本年度の実施内容＞
1. 村上商会が岩手県一関市で開発を進める、太陽光発電や自走発電を補助エネルギーとする

コンバージョンユニットを搭載した電気自動車（Xcentric-EV）の試験車両を検証するため、
いわき市内をフィールドとして提供。ひまわり信用金庫が営業車として運行し、走行デー
タの取得に協力する。取得データは、コンバージョンユニットの製品開発に利用する。

2. 地元自動車整備事業者の電動化車両に関する意識アンケート調査を行う。

＜研究会構成＞
株式会社村上商会（走行実証車両の開発等）
ひまわり信用金庫（走行実証協力）
いわきバッテリーバレー推進機構（実証運行管理、事業者アンケート）



Xcentric-EV走行実証について

本実証試験は、開発プロジェクトを進める株式会社村上
商会にひまわり信用金庫といわきバッテリーバレー推進
機構が協力し、いわき市内での走行実証を行うもの。

＜各社の役割＞
村上商会：実証車両を開発
ひまわり信用金庫：実証車両の走行
バッテリーバレー推進機構：市内実証に関わる管理



Xcentric-EVとは



走行実証について

• 2022年に開発した初期型のXcentric-EV （PV1）のデータを基に、二代
目となるPV2を開発

• PV2は、太陽光発電の電力をサブバッテリーに充電、停車後にメインバッ
テリーにその電気を送り、走行のためのバッテリーを常に満充電状態にす
ることを想定

• 2023年2月から2024月末まで、ひまわり信用金庫の本店、小名浜支店、
植田支店にて営業車両として使用

• 太陽光発電状況、サブバッテリへの充電状況、走行状況などのデータをオ
ンライン取得

• なお、村上商会は経済産業省の成長型中小企業等研究開発支援事業の支援
を受け車両の開発を行っているため、最新の開発内容や結果についての情
報は非公開とさせていただきます



走行実証PR

2023年11月11日（土）
いわきバッテリーバレーフェスタ
防災展示会を利用し、走行実証のPRを
行った。

本車両は、エマージェンシー機能によ
り、電源の外部出力が可能なことから、
災害時でも太陽光発電によりエネル
ギーを賄える利点を持つ



市内自動車整備事業者の意識調査アンケート①

＜アンケート実施の目的＞
1. Xcentric-EVが事業化された際に、市内でユニット設置が可能な事業

者がいるかを探るための事前調査
2. 本格化する電動化車両（xEV）への対応状況を知る

＜参考：xEV化の背景＞
• 世界的に脱炭素化社会の構築が急がれている現在、温室効果ガスの排出を削減

するために内燃機関（ICE）車からｘＥＶへの転換、いわゆるＥＶシフトが欧
州を中心に始まっている。

• 日本ではガソリン車やディーゼル車の廃止に向けて、「２０３５年までに乗用
車の新車販売で電動車100％を実現する」という方針を示しました。国内の自
動車メーカーはハイブリッド車（HEV）に加え、プラグインハイブリッド車
（PHEV）や電気自動車（BEV）、燃料電池自動車（FCEV）などが主流になり、
２０４０年までには新車販売台数の半分が電動化車両になると予想され、今後
加速していくと考えられる。



市内自動車整備事業者の意識調査アンケート②

＜アンケート対象＞
• いわき市内で自動車の整備事業を行う専業事業者、ディーラー、部品販売

やガソリンスタンド、運送業等で自家使用車両を持つ事業者など、292社

＜アンケート方法＞
• 各社に郵送
• FAXまたはスマホやPCを利用したウェブ回答
• 会社名は無記名
• 17項目の設問

＜回収率＞
• 286社中86社から回答（292社中6社は廃業または宛先不明）
• 回収率は約３０％



市内自動車整備事業者の意識アンケート（抜粋）

• 専業（自動車整備業の売上高が総
売上高の50%をこえる事業場）

• 兼業（自動車・部品用品・保険・
石油販売等の売上高が50%以上を
占める事業場。カー用品店やガソ
リンスタンドなど）

• カーディーラー（自動車製造会社
又は国内一手卸売販売会社と特約
販売店契約を結んでいる企業の事
業場）

• 自家（バス・タクシー、運送業な
ど主として自企業が保有する車両
の整備を行っている事業場）

• その他



市内自動車整備事業者の意識アンケート（抜粋）

 自動車整備制度は、これまでのエンジンやブ
レーキなどを取り外して行う「分解整備」か
ら、その範囲の取り外しを伴わなくとも装置
の作動に影響を及ぼす整備又は改造等（電子
制御装置整備）に拡大するとともに、対象装
置として、自動運転レベル3 以上の自動運転
を行う自動車に搭載される「自動運行装置」
を追加し、その名称を「特定整備」に改め、
新たな制度として令和2年4月から始まって
いる。



市内自動車整備事業者の意識アンケート（抜粋）

 自動車特定整備事業において「電子制御装置
整備」を行う事業場の整備主任者（一級大型
自動車整備士・一級小型自動車整備士を除
く。）は運輸支局長が行う「電子制御装置整
備の整備主任者等資格取得講習（以下、当該
講習とする。）」を修了している必要がある。

 当該講習は、「学科」及び「実習」を受講後
に「試問」を受け合格する必要がある。

 各県の整備振興会や支局長認定講習機関で講
習が受けられる。



市内自動車整備事業者の意識アンケート（抜粋）

問：電動化車両の整備に関する課題や障害についてどのような経験がありますか？

＜回答から抜粋＞
 設備が不足
 充電用電源が工場に無い。充電ステーションの設置場所が無い。
 整備の経験はなし
 電動化車両に限ったことではないが、エーミングするための機械一式が高価で一般の町工場では

手が出しづらい。せっかく特定整備を取ったのに宝の持ち腐れになってしまっている。
 専用の機材や工具が必要で新しい車両が出るごとに新たなツールが追加されるので大変。
 情報量が少なすぎる
 知識と経験不足が課題
 台数は少ないので経験は少ないです
 車両が少ない為、ｽｷﾙが得にくい
 トラックまでの普及がまた少ない
 バッテリーの１セルが悪く充電できなかったことがある
 高電圧整備は指定店でしか出来ない
 情報の共有が難しい
 調整作業に高価な機材が必要



市内自動車整備事業者の意識アンケート（抜粋）

問：電動化車両が増えるにつれ、従来のエンジン車等（内燃機関車）の整備需要
は、御社にとってどのように変化すると思いますか？



市内自動車整備事業者の意識アンケート（抜粋）

問：あなたの整備工場では電動化車両の整備に対応するために新たな設備やツー
ルを導入しましたか？



市内自動車整備事業者の意識アンケート（抜粋）

問：あなたの整備事業の今後の方向性について、電動化車両の整備をどの程度中
心に据える予定ですか？

1. 完全に電動化車両の整備に移行
2. 電動化車両の整備を拡大しつつ、エン

ジン車（内燃機関車）の整備も継続
3. エンジン車整備のみ取り扱う
4. 今後の状況に応じて判断したい



市内自動車整備事業者の意識アンケート（抜粋）

問：電動化車両の整備に関するコメントがあればご記入ください。

＜回答から抜粋＞

 追加の設備投資のないようにお願いします。
 バッテリー交換の容易さが重要だと思います。
 どの位進むのか..?
 圧倒的に修理等の情報量が少なすぎるのでユーザーの選択肢がディーラーに集中する可能性があるの

でしっかりとした情報提供は必要になってくる
 もっとユーザーに電気自動車が増えてこないとなかなか動きがとれない
 自動車整備業に関係している人は高齢者が多く、新しい分野の自動化車両の整備に対応できるか心配

であり、若い労働者は整備士の職を選ばない、整備士不足の状況
 事業所単独での経営では淘汰されると思う



市内自動車整備事業者の意識アンケート（抜粋）

問：事業の継続について該当する項目をすべて選択してください（複数選択可）
※小規模法人または個人事業主を対象とした設問

1. 身内や従業員等で後継者がいる
ので引き続き事業を継続す

2. 事業承継を検討している
3. 身内や親族が後継者とならない
4. 個人経営、または従業員に引き

継げない
5. 事業の将来性に不安がある
6. 負債を抱えている
7. 人材が確保できない
8. 廃業する
9. その他



その他の活動

 県自動車整備振興会いわき支部訪問
• いわき市内の整備事業者について聞き取りを行った。またアンケート内
容についてご意見とアドバイスをいただいた。

 福島トヨタ自動車訪問
• アンケート実施について、ご意見とアドバイスをいただいた。

 次世代自動車振興センター訪問
• センターが調査したEV等統計とクリーンエネルギー自動車普及に関し
てお話をうかがった。

 日刊自動車新聞社訪問
• 電動化車両に関する自動車整備事業者の対応について話をうかがった。
また、コンバート事業者について神奈川や静岡の事例を聞いた。

 村上商会を訪問
• Xcentric-EVの開発拠点の視察と今後の計画について打合せを行った。



まとめ

今年度の研究会は、Xcentric-EVの実証走行への協力と、市内自動車整備事業
者への車両電動化に関する基礎的な意識調査を主に行った。

また、Xcentric-EVの開発は順調に進んでいることから、次年度も引き続き協
力する。

CASEの概念にあるように自動車産業は今後、電動化を起点に構造が変わってい
くと言われている。
少子高齢化社会や産業構造の変化に事業者が対応できる
ことが課題となることから、何らかの施策が必要である。


